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合を目指す文化遺産防災学は、阪神・淡路大震災を契機として生まれた学術領域である2)。

文化遺産防災学の発祥の地である京都市は、有形・無形の文化財が蓄積された国際的にも有数の歴史文化

都市である。京都市の文化歴史継承は、日本にとって不可欠であり、そのために防災という視点が重要であ

る2)。しかし、京都市は、人口停滞、就業者数の減少、財政悪化などが見られる都市縮小期に入り、人口．

社会経済•財政の多面的制約に直面してきている。この多面的制約は、様々な主体の活動に影響を及ぼすと

考えられ、都市縮小の進展に伴ってその影響は今後ますます顕著になるだろう。それらの主体には、地域コ

ミュニティの主要なプレイヤーであるNPO法人が含まれる。内閣府は、従来行政が担っていた公共サービス

を地域住民や企業などの様々な主体の連携・協働で実現する「新しい公共」を提唱しており、 NPO法人はそ

の担い手として期待されているが、都市縮小に伴ってその活動は変化していき、衰退する可能性も懸念され

る。さらに、都市縮小のプロセスは都市空間内で差異とその拡大が生じるため3)、京都市の地理的位置に応

じて地域コミュニティの様相やNPO法人の事業目的の出現プロセスに差異とその拡大が生じる可能性が高い。

そのため、 NPO法人の時空間特性を把握した上で、今後の文化遺産防災を考察することは重要である。

縮小都市研究は、これまでグローバリゼーションの影響による変容メカニズムの解明に重点が懺かれてい

たが、グローバル・ローカルの両レベルでの相互作用の解明に力点がシフトしている4)。しかし、日本は、

OECD諸国で最も早く人口減少期に入ったにも関わらず、縮小都市研究が遅れている5)。なお、国内外の縮

小都市研究の対象は、脱工業化時代の地域間再編による経済的衰退とそれに伴う人口流出・雇用喪失、郊外

化によるインナーシティ間題、空き家間題などに依然として限られている。海外の縮小都市における歴史保

全の研究として、アメリカのラストベルト地帯の縮小都市を対象としたものがあるが6)7) 、それらの都市は、

脱工業化による衰退が著しい工業都市であり、長い歴史のなかで豊富な文化財が蓄積されている歴史都市で

ある京都市とは根本的に異なる。そのなか、都市縮小期の京都市において、ローカルレベルの地域コミュニ

ティにおける「防災」と「文化遺産保全」の両分野の時空

間的な関係性を分析することは、文化遺産防災学と縮小都

市研究の双方に有意義である。

そして、縮小都市では都市の持続性やレジリエンスの確

保のために有限な資源の最大有効活用は不可欠であり、行

政・コミュニティ・民間などの異なるセクターや異なる活

動分野を超えた連携・協働の必要性が認識されてきている。

ソーシャルキャピタルや社会的結束 (socialcohesion) が重

視されるなか8)、NPO法人や自治会のコミュニティ活動は、

連携・協働のローカルレベルの基盤となり、連携・協働の

効果を地域毎に浸透させるとともに、その活動を持続させ

ることはますます重要となっており、これは文化遣産防災

にも当てはまる。そのなか、留野らは、 2020年3月末時占てJ ヽ にこ？二：：：只覧讃鵬
出所：国土交通省「国土数値情報」及び国土交通省「ハザードマップポータ

の京都市全体のNPO法人と自治会を対象とし、それらの関 ルサイト」から笙者ら作成

係性をテキストマイニングで分析したが、 「防災」と「文 図 l 京都市の行政区と文化財分布・水害危険地域

化遺産保全」の両分野は地域コミュニティにおいて繋がり 14D.D% , 「t珈，ODO

が薄いという傾向が見られた9)。本論文では、 NPO法人に焦
^ 13D.D% 

ま
点を置き、新たに時空間変容に着目した。これは、将来的 g120.D% 

に文化遺産防災に資するNPO法人と自治会の両活動の重層 E
g 11D.D% 

性・多様性の時空間変容の分析を視野に入れたものである。后
辛 1DD.D%

なお、本論文では、 2020年3月末時点で京都市の「自治月
-< 9D.D% 

会・町内会 NPOおうえんポータルサイト」での掲載情報を e i 

用いて分析を行っている。
1::::: ~ 
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....下京区---南区 -+-右京区-+-西京区___伏見区一京椰市

出所：国立社会保障・人口問題研究所の推計結果から筆者ら作成

図2 京都市の人口動向（実績値・予測値）
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2 京都市の動向とNPO法人の全体的特性

(1) 人口•社会経済・財政の動向

まず、市全体と行政区別の特徴を概観する。京都市は、
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北区・上京区・左京区・中京区・東山区・山科区・下京区・南区・右京区・西京区・伏見区の11行政区から

構成される（図1参照）。市全体の人口は、 2005年あたりから147.5万人前後を推移しており、国立社会保

障・人口問題研究所（出生中位推計）によると、今後人口減少は加速し、 2045年には約130.0万人弱になる

と予測されている（図2参照）。また、市全体の裔齢化率は、 1995年の14.6％から2015年の26.7％へと増加し、

2045年には36.4％に達すると予測されている。行政区別の人口では、 1995年の人口を100％とした場合、人

ロ増加予測される行政区は、中京区 (120.1% [2015年］ →125.9% [2045年］）、下京区 (117.0% [2015 

年］ →125.3 % [2045年］）であり、人口減少予測される行政区は、東山区 (80.9%[2015年］ →63.4% 

[2045年］）、西京区 (99.9%[2015年］ →77.9% [2045年］）、伏見区 (98.1% [2015年］ →80.8% [2045 

年］）、山科区 (98.8%[2015年］ →82.4% [2045年］）などである。なお、人口減少予測の行政区は、人

ロ増加予測の行政区よりも、高齢化率が増加する傾向がある。 2021年の京都市都市計画マスタープランでの

都心部（上京区・中京区・東山区・下京区） ・東部（山科区） ・南部（南区） ・西部（西京区） ・北部（北

区・左京区・右京区）という区分けを用いて、上記の人口動態を見ると、都心部である京都駅や四条河原町

の周辺エリアとは対照的に、周縁部では人口減少・高齢化が顕著となり、人口動態の二極化はさらに進展し

ていくことが予測される。縮小都市では空間的・社会的極化 (spatialand social polarization) が進展する傾向

があり JO) 、この二極化はその一側面と考えられる。なお、都心部の上京区 (101.3%[2015年］ →91.3% 

[2045年］）の人口減少は多少であるが、都心部の東山区は、上記のように人口減少・高齢化が顕著であり、

厳しい都市計画・建築規制のため新規の住宅開発が行われず、前面道路の幅が狭いため建替えが進まないこ

とが要因の一つにある！I)。上記の二極化は、地域コミュニティのあり方にも反映され、 NPO法人の事業目

的の出現にも影響を及ぼしていくと思われる。

また、経済的な側面では、脱工業化で製造業の事業所数や従業者数は減少しているとともに、コロナ禍以

前の外国人観光客数の増加下においても都心部でさえ年間商業販売額は減少傾向にあった12)。この人口減

少や経済衰退は、市税収入に悪影響を及ぼすなか、市財政は一段と厳しくなってきており、市税・地方交付

税等の総計としての一般財源は平成12年以降減少傾向にあり、京都市は2020年度に将来的な財政破綻への懸

念から「行財政改革計画 2021-2025」を策定した13)。この財政悪化は、将来的にNPO法人への支援の低下な

どで地域のコミュニティ活動に影響を及ぼすことが懸念される。
0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 1~0% 

(2) NPO法人事業活動の全体的特性

京都市には、 2020年7月1日時点で848のNPO法人が存在し

ている。図3は、全国と京都市のNPO法人に対して、内閣府

指定の20種類の活動分野別の構成を示している。概して、

京都市のNPO法人の活動分野分布は、全国平均に比べてバ

ランス的に大きな差があるわけではない。なお、各NPO法

人は複数の活動分野に関連しており、京都市のNPO法人は

平均4.3分野に登録している。しかし、全国平均との相違と

して、京都市のNPO法人では「学術・文化・芸術・スポー

ツ」、 「社会教育」、 「人権•平和」、 「国際協力」のシ

ェアが高い。これは、長い歴史や豊かな文化を有し、大学

が多数立地している京都市の都市としての固有性やその影

轡を受けて形成される地域市民の意識などが、 NPO法人の

事業目的の出現に影響を及ぼしていると考えられる。なお、

「災害救援」 ・ 「地域安全」 ・ 「子どもの健全育成」のシ

ェアは、全国平均に比べて少ない。また、時系列でみると、

NPO法設立後の1999~2006年でNPO法人の年間設立数は伸

び続け、リーマンショックのあった2008年前後に減少した

後、再び2011年に増加したが、その後は減少傾向にある。

同時に、 NPO法でNPO法人が提出を義務付けられている事

業報告書には、 「新規事業は、理事長の病気の為、残念な

がらあまり進まず僅か数件に留まりました」などのコメン

保健・医療・福祉
社会教育
まちづくり

観光 一
農山漁村・中山間地域 __  

学術・文化・芸術・スポーツ ー
環壊の保全 一

災害救援 一
地域安全 一
人権•平和一，
国際協カ ー

男女共同参画社会 一
子どもの健全育成 一

情報化社会 一
科学技術の振興 一

経済活動の活性化 一
職業能カ・雇用機会 一

消費者の保護 一
運絡・助言・援助 I

条例指定 ＇

• 全国 ■京都市

出所：内閣府「NPO法人ポータルサイト」及び京都市「 自治会•町内会
NPOおうえんポータルサイト」のデータから筆者ら作成

図3 全国・京都市のNPO法人の活動分野別分布
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出所：京都市「自治会・町内会NPOおうえんポータルサイト」のデータ
から筆者ら作成

図4 京都市での NPO法人の年間設立数
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トがあり、高齢化のため、 NPO法人の事業継続が困難になりつつある状況が伺えた。そのなか、既存•新規

のNPO法人事業の活性化は緊要の課題である。

3. コーディングルールを用いたNPO法人事業活動目的のテキストマイニングによる分析結果

ここでは、表lに示すコーディングルールを設定しテキストマイニングを行い、行政区別にNPO法人の事

業目的の出現の時空間特性を分析した。このコーディングルールでの事業目的の分類（以下、事業目的分

類）では、上記の内閣府指定の20の活動分野を考慮しつつ、複雑になり過ぎないようにその活動分野よりも

事業目的分類の数を13に減らした上で、文化遺産防災に関する考察を行うため、 「文化歴史継承」や「防

災」という分類を設定した。ここでは、共通性が高く頻出度が高い語である「法人・目的・事業•寄与・支

援・活動」を除外し、頻出度が低い語である「災害・地震・水害・風水害・防災・被災者・耐震・防火」を

強制抽出した。この分析で得られた事業目的分類と行政区の共起ネットワークを図5に、事業目的分類と設

立時期 (1999~2004年、 2005~2009年、 2010~2014年、 2015~2020年の4区分）の対応分析を國 6に示す。

まず、図5を参照しながら、空間的な視点から分析結果を述べる。まず、 「防災」のNPO法人は、全体と

して非常に少ないことが分かった。その上で、 「防災」のNPO法人は、南区・伏見区という南部の行政区と

都心部の下京区との繋がりがあることが分かる。次に、 「文化歴史継承」のNPO法人は、中京区・下京区・

左京区・右京区・北区・西京区との繋がりが見られ、都心部や北部の行政区との繋がりが強いことが分かる。

であるから、大まかには、 「防災」と「文化歴史継承」のNPO法人の立地は、市内において南北で分断され

ている傾向が強い。また、 「経済活性」のNPO法人は業務などの都市機能が集積している中京区・下京区・

左京区、 「学術研究振興」のNPO法人は中京区・下京区・左京区・北区・上京区、 「次世代支援」のNPO法

人は右京区・中京区・伏見区・西京区、そして「社会福祉増進」のNPO法人は伏見区・北区・右京区・南

区・山科区・中京区・西京区との繋がりが強い。なお、上記において、行政区の順は、繋がりが強い順に記

載している。 「社会福祉増進」のNPO法人は、市内に広範囲に展開しているが、特に人口減少・裔齢化が進

む周縁部の行政区との繋がりが強く、地域コミュニティの脆弱化に対処するためにNPO法人が設立されてい

ると想定される。また、 「経済活性」 ・ 「学術研究振興」 ・ 「次世代支援」のNPO法人は、南北に分断され

ている「防災」と「文化歴史継承」を空間的に繋げるために適した位置に立地している。

事業目的分類

l．文化歴史継承

2.防災
3．経済活性

4．社会福祉増進

5．医療保健充実

6．次世代支援

廿所：筆名ら作成

表l コーディングルール

コーディングルール
（伝統 or遺産 or遺跡 or歴史 or文化 and（芸術 or芸能 or産業） or町家 or（町亜み or街並

み and最観）） and（振興or保全or保護 or保存 or活用 or維持 or継承 or伝承 or再生 or修

復 or活性 or普及）

防災 or災害 or地震 or水害 or被災 or被災者or耐震 or防火
（経済 and（起業 or産業 or企業 or商業 or農業 or工業 or経営）） and（発展 or振輿 or推進

or成長 or活性 or創出 or雇用）

福祉or介護 or（障害 or障碍or障がい or高齢者） and（自立or更生 or就労 or就職 or就学

or就業 or社会＋参加） or社会＋保障
医療 or保健 or治療 or病院 or（薬害 or疾患 or患者） and（予防 or防止 or軽減 or助言 or

啓発 or啓蒙）

（子供or子ども or児童 or幼児 or乳幼児 or青少年 or若者）and（健全or育成 or成長 or教
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出所：筆者ら作成

図5 事業目的分類 (13分類） と行政区 (11区）の共起ネットワーク
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図6 事業目的分類 (13分類） と設立時期 (4区分）の対応分析

次に、図6を参照しながら、時間的な視点から分析結呆を述べる。設立時期としては、 「防災」のNPO法

人は2005~2009年との関係が強く、 「文化歴史継承」は2010~2014年との繋がりが強い。しかし、直近の

2015~2020年では、 「次世代支援」との繋がりが強く、最近の子育て支援の社会的な軍要性の麻まりを反映

していると想定される。また、 「防災」や「文化歴史継承」に比べて、 「経済活性」や「学術研究振輿」は、

直近の2015~2020年においても、相対的にNPO法人の設立が継続的に続いている。医4に示すようにNPO法

人の設立数が減少傾向にあるなか、人口減少・高齢化の進展に伴ってNPO法人の運営の担い手が少なくなり、

限られた人材が国民の関心や社会のニーズが高いNPO法人の設立に注力するならば、 「防災」や「文化歴史

継承」のNPO法人の設立は減少していく可能性がある。

これらから、 NPO法人の事業目的の出現には、人ロ・社会経済の時空間変容の影響があると考えられ、

NPO法人の文化遺産防災に対する貢献は、空間的に分断し、時間的に衰退するリスクがある。
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4. 考察

まず、テキストマイニングの分析結果から、事業目的に建物単体の「防火」や「耐震」ではなく面的な

「災害」という語に触れているNPO法人は南区や伏見区に多いことが分かった。両行政区は、桂川や宇治川

が流れており水害が起こりやすく、歴史的にも水害を経験してきたエリアである 14)。近代に治水技術が発

達し、 1935年の京都大水害以降に多くの河川改修が実施され、浸水エリアは次第に減少してきたが15)、国

士交通省「ハザードマップポータルサイト」によると、伏見区や南区には洪水浸水想定区域の指定エリアが

多い（図l参照）。そのため、南区や伏見区では水害に対する意識が地域コミュニティに根付いており、こ

のような災害を受けやすい地域の特性が「防災」のNPO法人の出現に繋がっている可能性が高い。これを受

けて、今後の都市史的な実証が求められるが、現時点で文化遺産防災の視点から考察を加えたい。治水技術

が高度化していない古代・中批・近世には、現時点で文化財と指定されている建造物は都市空間内で水害が

少ない場所に立地させるという意志決定が行われた側面があるだろう。そのため、都市形成プロセスのなか

で文化財の立地するエリアと水害が起こりやすいエリアは、空間的に分離しやすいだろう。実際、図lに示

すように、世界文化遺産・京都府指定文化財は、洪水浸水想定区域には非常に少ない。勿論、都市の建設に

は水資源を利活用できる士地が選ばれたのだから、都市と水害は切り離せない関係にあることは認識してお

く必要がある。そして、文化財が多数立地するエリアに「文化歴史継承」のNPO法人が出現しやすく、歴史

的に水害を受けてきたエリアに「防災」のNPO法人が出現しやすいとすれば、 「文化歴史継承」と「防災」

のNPO法人は、相互に都市空間内で乖離しやすい可能性が高い。これは、都市形成プロセスと都市のストッ

クや地域の特性に影響を受けるNPO法人の出現プロセスに内在する構造的なものと言えるかもしれない。

そこで、 「防災」と「文化歴史継承」を空間的にどのように繋げていくのかという課題がある。これには、

幾つかの施策を総合的かつ統合的に展開する必要があるだろう。ここでは、最近でも相対的に設立が継続的

に続いている「経済活性」 ・ 「学術研究振興」 ・ 「次世代支援」、さらには「社会福祉増進」のNPO法人の

介在を考えたい。まず、 「経済活性」のNPO法人は、 「防災」の多い南側と「文化歴史継承」の多い北側を

繋げやすい都心部に多い。地域振興やレジリエンス確保のために創造産業やクリエイティブ・エコノミーの

重要性が認識されるなか16) 、 「経済活性」のNPO法人には文化・芸術を活かした産業創出や観光振興を目

的とするものがあり、これらのNPO法人は「文化歴史継承」のNPO法人と関係を構築しやすいと考えられる。

また、 2019年の文化財保護法の改正施行に伴い、 「保護」から「保全と活用」へと舵が切られ17)、その関

係強化が求められている。 「防災」は、 「経済活性」と直結しないという認識があるかもしれないが、首里

城やノートルダム大聖堂の火災のように、文化財の喪失は創造産業や観光の振興を阻害するため、 「経済活

性」のNPO法人の介在による「文化歴史継承」と「防災」のNPO法人の関係強化は一定の合理性がある。

しかし、上述のように、 NPO法の制定が阪神・淡路大震災を契機に加速されたにも関わらず、市全体にお

いて「防災」のNPO法人は非常に少なければ、上記の連携・協働は困難である。自治会や消防団が日常生活

上の安全安心に係る活動をしているため、 NPO法人が「防災」を事業目的とすることは少ないのかもしれな

い。なお、本論文の執筆にあたり、自治会のみを対象として共起ネットワークによる分析を行ったが、自治

会の事業目的において「防災」は主要なものとして位置づけられていることが分かった。しかし、自治会加

入率の低下などでコミュニティ防災力が脆弱化するなか18)、NPO法の制定当時の主旨や最近の災害の増加

を鑑みると、 「防災」のNPO法人の総数を増加させ、市内にバランスよく展開させることが望ましい。その

目的のために活動する
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に取組むことには意義がある。そして、留野らはNPO法人と自治会を繋ぐための「地域コミュニティの形成

と地域資源の活用」の場所として寺社や学校を特定したが9)、これらを「経済活性」 ・ 「学術研究振興」 ． 
「次世代支援」、さらには「社会福祉増進」のNPO法人が集う場所として活用することが望ましい。なお、

周縁部で増加している「社会福祉増進」のNPO法人は、生活の質の向上に資する安全安心に関する防災活動

に積極性を示す可能性がある。立命館大学歴史都市防災研究所が取組んでいる寺社や学校での教育啓発活動

は、 「防災」と「文化歴史継承」の地域コミュニティでの融合に資するものである。しかし、重要なことは、

「防災」や「文化歴史継承」を融合する上で目標やビジョンを共有できるNPO法人の参画とそれらのNPO法

人間のネットワーク化を戦略的に実施していくことである。また、寺社や学校は、自治会に身近な存在であ

るため、 NPO法人と自治会とのネットワーク化も期待できる。そして、文化遺産防災が手薄になりやすい周

縁部を念頭におき、空間的な拡がりと重層性・多様性のあるネットワーク化が求められる。

ネットワーク化については、行政の積極的な介入が望まれる。行政は、 NPO法人や自治会のネットワーク

化を自然発生的なプロセスに任せるのではなく、文化遺産防災の重要性を認識した上で、場所の提供やネッ

トワーク化すべきNPO法人や自治会を特定しつつ、文化遺産防災に資するコミュニティ活動を点から面へと

展開を促進していくことが求められる。上記の文化財保護法改正は、従来は教育委員会が所管していた文化

財保護行政を首長の下で統括し、文化財の柔軟な運用を目指しているため17) 、首長のリーダーシップを通

じて、 NPO法人・自治会支援を所管する部署（京都市では京都市文化市民局）が中心となることが考えられ

る。 NPO法人や自治会のそれぞれの情報を公開・提供するのみならず、ネットワーク化の実績を積み、それ

らの知見を地域コミュニティに還元する必要がある。特に、縮小都市では、上述したように、空間的・社会

的極化が進展するため、より広域的なネットワークを志向し、経済的・社会的結束を強化しつつ、文化遺産

防災と創造的かつ包括的な成長を進める必要がある。

5 結論と今後の研究課題

本論文では、行政区という大まかな空間単位ではあるが、 NPO法人の事業目的の出現プロセスは都市空間

内の特性に影響を受け、さらにそれが都市縮小のプロセスや社会的価値観の変化のなかで時空間的に変化す

ることを示し、今後のNPO法人の文化遺産防災への寄与のあり方について検討を行った。今後の課題として

は、 NPO法人の事業目的の出現プロセスのさらなる詳細な分析はもとより、その財務状況の時空間特性を加

味する必要がある。内閣府指定の20種類の活動分野別にNPO法人の財務的状況は大きく異なり、 「保健・医

療・福祉」のNPO法人は財務的に良好で事業規模が大きい19)。対照的に、 「防災」や「文化歴史継承」の

NPO法人の財務状況は厳しく事業規模が小さいことが懸念され、財務状況を加味した分析が欠かせない。

歴史まちづくりでは、地域住民や企業などの多様な主体の参画を促す仕組みを作り、ローカルレベルでの

地域コミュニティ活動を拡充することが車要とされている20)。特に、都市縮小の進展に伴って利用可能な

資源が減少するなか、多様な主体による連携・協働はますます重要となっていく。自治会との相互補完性の

強化を図るため、文化遺産防災の視点からNPO法人と自治会の重層性・多様性の時空間的変化の分析と行

政・企業を含めた協働・連携の具体的な制度を検討する必要がある。しかし、制度の変化は、社会経済の変

化に比べて遅れるため21) 、この連携・協働の仕組みの構築が遅れる可能性が高い。都市縮小に伴って公共

部門の財政余力が徐々に失われ、積極的な公的介入がますます困難になり、仕組みが十分に構築されないま
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行政・コミュニティ・民間のそれぞれの強み・弱みを補完しあう必要があり、ローカルレベルでの地域コミ

ュニティの時空間特性を把握し、都市空間内で異主体間での効率的かつ効果的な資源再配分（人的・財政的

支援を含む）のあり方を検討し、制度化していく必要があるだろう。
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